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019 2001 事務事業名 火災予防普及啓発活動及び相談事務 細事務事業名

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 総務予防課 係　　名 予防係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画 非該当

公的関与

089-964-5210 メールアドレス syobohonbu@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし

総合計画 政策目標 第１章 地球と共生する快適環境のまち 政策項目 ６ 消防・防災体制の充実 主要施策 （５）防火・防災意識の高揚と自主防災組織等の育成

事業区分

事業の対象 市民及び市内事業所の管理権限者 根拠法令 消防法

事業の目的 最終的
火災又は地震等の災害に因る被害を軽減し、もって安
寧秩序を保持し社会公共の福祉の増進を図ります。

今年度
火災予防思想の普及啓発活動及び相談を積極的に行い、
防火意識の向上を図ると共に、火災による被害軽減を図りま
す。

活動内容

イベント等を実施し、火災予防の普及啓発活動に努めます。 危険物安全週間に危険物施設での火災予防活動を行います。

広報紙等を活用して火災予防を呼びかけます。 違反建物防止週間に建築物の火災予防啓発活動を行います。

秋・春の火災予防週間に火災予防活動を行います。

成果指標

指標名 計算式又は指標設定理由 平成22年度 平成23年度 平成24年度 最終目標

火災予防啓発活動の効果 火災の出火件数 件
0 0 0 0

11 9

火災予防普及啓発活動の開
催

消防祭等の開催数 回
2 2 2 2

2 1

Ｄ
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予算費目 会計 一般会計 費目名 消防

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 171 295 378

計(Ａ) 171 295 378

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.043 324 0.043 260 0.079 478

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 495 555 856
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一次評価者 予防係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性 今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

必要性 普及啓発活動を取りやめた場合、防火意識の低下による火災発生件数の増加が懸念されます。

有効性 普及啓発活動は時代のニーズに合わせて、事業のマンネリ化を防いでいます。

達成度 評価として目に見えにくいが、今後も努力が必要です。

必要性 有効性

効率性 出来るだけ多くの人を集め、広報活動を行って効率性を上げています。

当面の
課　題

住宅火災等による死者数を0人とするための予防対策を重点的に行う必要があります。

改　革
計　画

子供から大人まで防火意識を幅広く浸透させる必要があり、消防関係協力団体と協力し、より効率的に普及啓発活動を実施します。

達成度 効率性 今後の方向性 拡大・充実

二次評価で
の指摘事項

消防法の改正及び火災予防条例の改正により住宅用火災警報器の設置義務が新たに発生し、少ない予算で広報活動等を行い、設
置率が約８割に達し成果が上がっています。更に工夫を行い設置率１０割に向かって努力してください。

二次評価者 総務予防課長
総　合
評価点

Ａ


